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国立環境研究所の概要

機密性１

環境省国立研究開発法人審議会(第27回)

2025（令和7）年7月11日

理事長 木本 昌秀

資料ⅰ
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1974年 国立公害研究所 発足
公害問題研究の展開

1971年
1988年

環境庁 発足
IPCC 発足

1990年 国立環境研究所 名称変更
地球環境研究センター 発足
地球環境問題研究の展開

1992年
1993年
1997年

地球サミット
環境基本法制定
京都議定書 COP3

2001年

2006年
2011年

2013年
2015年

廃棄物研究部 新設、独立行政法人へ移行
第1期中期計画
第2期中期計画
（3月 東日本大震災）
第3期中期計画
災害環境研究追加

国立研究開発法人となる

2001年

2010年

2015年

環境省へ昇格

生物多様性条約国会議
名古屋議定書 COP10

パリ協定 COP21

2016年

2017年
2018年

第4期中長期計画
福島支部（現福島地域協働研究拠点）開設
琵琶湖分室 開設
気候変動適応センター 開設 2018年 気候変動適応法制化

2021年
2024年
2025年

第5期中長期計画
中長期4年目、第5期見込み評価
水道水質研究和光分室 開設

今回評価

研究所の沿革



2

◆ 予算

◆ 人員 (令和7年4月1日現在)

国立環境研究所の予算・人員規模

◆ 予算 2025年度 2024年度(補正含む)

運営費交付金 約171億円 約178億円
（うち補正約7億円）

施設整備費補助金 約6億円 約12億円
（うち補正約6億円）

受託収入 約36億円 約41億円
※うち競争的外部資金 約17億円

このほか、科研費等補助金の間接経費 約４億円

7名

78名

3名 25名

14名

5名

259名

235名

契約職員構成

フェロー

特別研究員

准特別研究員

リサーチアシスタント

シニア研究員

特命研究員

高度技能専門員

アシスタントスタッフ

総勢936名
（研究系347名）

5名
77名

228名

役職員構成

役員

企画・支援部門

研究実施部門310名

研究系
契約職員
132名

626名
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2022年度の改編
2023年度の改編
2025年度の改編

第5期中長期計画の組織体制
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国立環境研究所の取組の全体像
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戦略的研究プログラムをはじめ、先見的・先端的な基礎研究、政
策対応研究、知的研究基盤整備についても、外部研究評価委員会
において概ね高い評価結果を得た。

二大事業
衛星観測、エコチル調査については着実に推進し成果を上げた。

国内外機関との連携
国内外の様々な研究機関と共同研究・協力協定を締結し共同研究
を進めた。また、環境研究の中核的機関として政策貢献を含む社
会実装の推進に取り組んだ。
特に、コロナ禍を経て対面とオンライン併用の会議・イベントや
動画による研究情報発信など多様な展開ができるようになったこ
とを生かし、シンポジウム等の開催、様々な主体との対話的なコ
ミュニケーション、ホームページやSNSを活用した情報発信プ
ラットフォームの整備等により、成果の普及に努めた。

第5期見込み・令和6年度（中長期4年目）の総括①

→ このあと、三枝理事から説明

研究業務について
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環境展望台の今中長期のメタデータ整備の目標数を大きく超えて
達成した。SNS・HP・プレスリリース・新Webマガジン「国環研
View」などを組み合わせたクロスメディアの手法で研究成果の普
及に努め、第4期平均と同等以上の積極的な発信を実施した。

国内外の研究機関・地方公共団体等と連携しつつ、研究・協働体
制の整備と学際的な研究を推進した。また、研究成果を気候変動
適応法に基づく地方公共団体等への技術的支援等につなげること
により、特に地域における研究成果の社会実装を進めた。

 PMOを中心として、情報セキュリティ対策を講じつつ、クラウド
サービス（Box）利用促進、電子決裁機能を有する文書管理シス
テム運用を行うなど、各種業務の効率化を推進した。

キャンパスマスタープランの理念の元、新研究本館建設の基本設
計を完成させ、施設老朽化への対応を進めた。

第5期見込み・令和6年度（中長期4年目）の総括②

→ このあと、吉川理事から説明

情報業務について

気候変動適応業務について

業務運営面について
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第６期中長期のイメージ（検討中）
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参考：第５期中長期計画
（2021-2026年度）の

取組
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国立環境研究所は
今も未来も人びとが
健やかに暮らせる環境をまもりはぐくむための研究によって
広く社会に貢献します

私たちは
この研究所に働くことを誇りとし その責任を自覚して
自然と社会と生命のかかわりの理解に基づいた
高い水準の研究を進めます

国立環境研究所の憲章（2006年4月1日制定）
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環境省国立研究開発法人審議会

P 中長期計画
（環境大臣の指示する

中長期目標に基づき作成）

P 年度計画

Ｄ 研究の実施

Ｃ 業務実績等報告書
（自己評価書含む）

Ｃ 次期中長期計画の検討

Ｃ 外部・内部研究評価、
海外有識者による助言

環境大臣の評価 Ｃ 業務実績等評価書
（自己評価書含む・中長期目標期間全体の評価）

年度途中の状況把握

1.中長期目標の策定、2.業務実績の評価、3.組織・業務全般の
見直しにあたって、科学的知見等に即して環境大臣に助言。

研究テーマの選定
（各年度の研究計画に記載）

研究成果の報告

活用
（知財を活用した
技術開発などもある）

A

Ｃ 国研審の助言

通則法（平成27年4月改正）に基づくPDCAサイクル
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二
大
事
業

第5期中長期計画の研究・業務の構成
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地球規模の持続可能性と地域の環境・社会・経済の統合的向上
に向けた分野横断的な研究

環境問題に関する政策および社会ニーズを先読みした創造性・
先端性を持った研究

環境研究の体系に基づく長期的視野に立った基盤的研究
環境研究と社会・地域との関係の深化

第５期中長期計画の理念

脱炭素化・SDGs達成に向けた環境政策形成における
科学的知見の提示と施策における科学的側面からのリーダーシップ

 新たな研究テーマの先導
 気候変動・災害と環境等の社会的な要請の強い課題への対応
 環境省や関係省庁、研究機関との連携強化、地域・国際連携の推進
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1.戦略的研究プログラムの推進
推進戦略に対応して、個別分野を超えた連携により統合的に研究を推進

2.基礎・基盤的取組の実施
政策体系との対応を踏まえた研究分野の下で、基礎・萌芽的研究から
政策貢献・社会実装に至るまで、組織的・長期的視点からの取組を実施

3.中長期目標期間を超えて実施する事業の推進
国の計画に基づき実施する衛星観測事業、エコチル調査事業の着実な推進

4.気候変動適応に関する業務及び研究の実施
5.国内外機関との連携及び政策貢献を含む社会実装の実施

– 研究から成果活用、社会実装までの一体的な実施に向け、
RA（リサーチアドミニストレーター）を含む連携推進機能の組織化

– 環境研究の国際拠点としての機能強化・人材育成
6.環境情報の収集・整理・提供に関する業務の実施

各種環境データのメタデータ整備・オープンデータ化

第5期中長期計画の概要
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「環境研究・環境技術開発の推進戦略」の重点課題を考慮しつつ、
統合的・分野横断的な連携で研究を推進

気候危機問題に関しては、複数の関係プログラムで構成する「気
候危機対応研究イニシアティブ」を設定して連携の下で一体的に
推進
 脱炭素・持続社会研究プログラム
 持続可能地域共創研究プログラム
 気候変動・大気質研究プログラム
 気候変動適応プログラム
 気候危機対応研究イニシアティブ
 物質フロー革新研究プログラム
 包括環境リスク研究プログラム
 自然共生研究プログラム
 災害環境研究プログラム

第5期中長期計画の概要－1

1.戦略的研究プログラムの推進
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環境省の政策体系との対応を踏まえた8分野+1業務
長期的な視点で研究の芽を育み、研究能力の向上を図る 

第5期中長期計画の概要－2

2.基礎・基盤的取組の実施

研究分野 研究の対象
1. 地球システム 地球表層システムの理解と地球環境保全
2. 資源循環 資源から廃棄物に至るライフサイクル
3. 地域環境保全 地域の「大気・水・土壌」の理解・保全
4. 気候変動適応 適応推進業務支援のための調査・研究
5. 生物多様性 生物多様性の保全や持続的利用
6. 社会システム 持続可能な社会システムへの転換
7. 災害環境 災害影響把握・評価、環境回復・創生、強靱な社会
8. 環境リスク・健康 化学物質など人および生態系への影響

基盤計測業務 環境研究の基盤となる計測の精度管理に資する業務
 （各分野での研究と一体的に実施）
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第5期中長期計画の概要－22.基礎・基盤的取組の実施

第5期中長期計画の概要－2



17

国の計画に沿って、実施組織の中で中核的な役割を担うこととさ
れている、下記の二大事業を着実に推進する。 

第5期中長期計画の概要－3

3.中長期目標期間を超えて実施する事業の推進

研究事業（実施組織） 研究領域

衛星観測に関する研究事業
（衛星観測センター）

地球システム領域

子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）に関
する研究事業
（エコチル調査コアセンター） 環境リスク・健康領域
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気候変動適応法の下、気候変動適応センターを中心に推進
１）気候変動適応推進に関する業務

〇気候変動影響や適応情報の収集・整理・分析・提供
〇国、地方公共団体、事業者等に対する技術的助言・援助

２）気候変動影響・適応に関する研究業務

第5期中長期計画の概要－4

4.気候変動適応に関する業務及び研究の実施

基礎・知的研究基盤
（モニタリング、シナリオ、

データベース）

国の調査研究機関

大学、
地域の研究機関等

大学

地域の
研究機関等

国民

各地域（都道府県等）

研究機関との
協力体制構築

政府

地方公共団体

住民企業 地域の企業

情報収集・整理・分析
調査研究・技術開発

気候変動適応情報
プラットフォーム

A-PLAT

国立環境研究所
気候変動適応センター

地域気候変動
適応センター
情報収集・整理
・分析・提供情報・成果

技術的助言 地域研究
機関

協力体制

●研究機関との連携活動開始 21機関 ●情報基盤としてのWEB内容の充実

●援助活動
・初級研修
・中級セミナー
・意見交換会
・地域センター

気候変動適応
研究プログラム

（観測、評価、戦略）

適応情報提供

県レベルから
政令市等へ

＊地域適応計画の策定状況と分類

適応計画策定
地域センタｰ
設立・運営支援
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第5期中長期計画の概要－55.国内外機関との連携及び政策貢献を含む社会実装の実施

連携推進部 外部機関（他機関、一般市民、企業等）との連携、対話・協働の
機能を組織的に強化

社会対話・協働推進室

• イベントの開催等による対話型コミュニケーションの推進
• SNS等を活用した研究成果の発信と社会の関心の把握

研究連携・支援室 連携・支援係
産学連携コーディネーター

外部資金室

• 外部資金を利用した研究に係る公募、採択、実施状況に関する情報の総括
• 環境研究総合推進費等の外部資金獲得支援

• 国内外の機関との共同研究や連携大学院制度等を通じた連携の推進とネットワーク
の強化

• 知的財産の手続きと活用促進の支援
• 寄附金やクラウドファンディング等による自己収入の拡大

第5期中長期計画の概要－5
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1.環境情報を収集・整理し、
「環境展望台」を通じて
わかりやすく提供

2.研究所で実施した環境研究の
成果を積極的に発信・普及

第5期中長期計画の概要－6

6.環境情報の収集・整理・提供に関する業務の実施
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国立環境研究所に係る政策体系図
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